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登米市企画部財政課



 

《新地方公会計制度における財務４表について》 

 

国では、地方公共団体においても資産・債務改革に積極的に取り組む必要があると

して、「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針」や「公会計の整

備推進について」等の通知により、地方公共団体に対し平成２０年度決算から、新地

方公会計制度による財務書類として、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計

算書、資金収支計算書の作成を求めたところであります。 

財務書類の作成に当たっては「基準モデル」と「総務省方式改訂モデル」の２つの

基本モデルがあり、登米市では既存の決算統計情報を活用できる「総務省方式改訂モ

デル」に基づいて、財務書類を作成しています。 

 

◎ 普通会計財務書類 

市の平成２６年度の普通会計財務書類は、一般会計と土地取得特別会計を対象とし

て作成しています。 

 

Ⅰ．貸借対照表（平成２７年３月３１日現在）・・・別表１ 

貸借対照表は、基準日（平成２７年３月３１日）の財政状況について、市が保有す

る資産の構成や保有額と、それを形成するために調達した財源や負債の内容を明らか

にすることを目的としています。 

表の構成として、左側には「資産」（資金の使途の内容）が表示され、これからの

世代に残る財産状況、これまで投資された資金の使途状況などを確認することができ

ます。右側には「負債」及び「純資産」（資金の調達の内容）が表示され、これから

の世代が負担しなければならない借入金の状況、これまでの世代が負担した資金の状

況などを確認することができます。  

この表を作成することにより、これまでに整備してきた社会資本の状況やその整備

に投資した資金の状況等を一覧で確認することができます。  

 

 

【 資  産 】 【 負  債 】 

＜有形固定資産＞ 

建物・土地等 

＜売却可能資産＞ 

土地等 

＜投資等＞ 

出資金・貸付金・基金・長期延滞債権 

・回収不能見込額等 

＜流動資産＞ 

現金・未収金・回収不能見込額等 

＜固定負債＞ 

翌々年度以降償還地方債・退職手当引 

当金等 

＜流動負債＞ 

翌年度償還予定地方債・賞与引当金等 

【 純  資  産 】 

＜公共資産等整備国県補助金等＞ 

＜公共資産等整備一般財源等＞ 

＜その他一般財源等＞ 

＜資産評価差額＞ 

 



 

【資産の部】 

資産は、「公共資産（有形固定資産、売却可能資産）」、「投資等」、「流動資産」に

区分し、昭和４４年度以降の決算統計の普通建設事業費を集計して計上しています。

土地以外の有形資産については、減価償却を行った後の金額を目的別に分類して計

上しています。 

 

１ 公共資産 

登米市の有形固定資産は１，５０７億３７７万円（資産全体の８１．４％）とな

っており、資産の大部分が道路などのインフラ整備や学校などの整備であり、住民

サービスに使われています。 

売却可能資産は、山林、貸付地及び現在使用中の土地を除いた財産を計上してお

り、９億５，９４０万９千円となっています。 

公共資産全体では、１，５１６億６，３１７万９千円で前年度より８億１，０３

３万７千円の減となっております。その内訳は有形固定資産のうち主に教育の資産

で７億３０７万８千円の減となっています。 

 

２ 投資等 

投資等は前年度より３億１，６４０万９千円減の２２１億６，９４７万９千円（資

産全体の１２．０％）となっており、各種団体への出資金、貸付金、基金等及び納

付期限や回収期限から１年を超えている債権である長期延滞債権の残高です。 

なお、回収不能見込額は地方税、保育料等ですが、その金額は２億１，１４８万

１千円と、前年度より１，４９６万８千円増えており、市民税や国民健康保険税が

要因となっています。 

 

３ 流動資産 

流動資産は前年度より３，６２６万４千円増の１１２億２，３４４万４千円（資

産全体の６．１％）となっており、そのほとんどが財政調整基金、減債基金などの

流動性の高い基金や歳計現金といった現金・預金となっております。現金・預金の

金額が多いほど、今後の財政運営に余力があるといえます。 

 

資産合計については、前年度に対して１０億９，０４８万２千円減の１，８５０

億５，６１０万２千円で、市民一人当たりにすると２２１万１千円となります。前

年度と比較をすると、１人当たり５千円資産が減少していることになります。（平

成２７年３月３１日現在の住民基本台帳人口８３，３２１人で算出しています。以

下同じです。） 

 

【負債の部】 

負債は、資産形成の財源として調達した資金のうち、将来に返済しなければなら

ないものをいいます。負債は、固定負債と流動負債に分類して表示しています。  

 

 



 

１ 固定負債 

地方債は、平成２８年度以降に償還される地方債の金額で、前年度に対して１５

億７，０４０万９千円減の４３４億３,３７５万２千円となっています。 

その他の固定負債では、基準日に特別職を含めた全ての職員が普通退職したと想

定した場合に支払う退職手当に相当する「退職手当引当金」が前年度に対して５億

８，５９２万１千円減の７９億６，７０３万２千円となっています。 

また、平成２８年度以降に支払うリース料や利子補給金などの「長期未払金」が

前年度と比較して１億１，１０８万３千円増の２９億８，２４８万６千円、「損失

補償等引当金」が１億４，４５８万５千円減の１，７１０万１千円で、固定負債合

計では２１億８，９８３万２千円減の５４４億３７万１千円となっています。 

 

２ 流動負債 

翌年度償還予定地方債は、平成２７年度に償還予定の地方債の金額で、前年度に

対して３億２，３５１万９千円減の４０億８，８７２万８千円となっています。 

また、平成２７年度に支払うリース料や利子補給金などの「未払金」は前年度と

比較して２億１，９７０万１千円増の２４億４，５８４万２千円、「賞与引当金」

は１，０３６万円増の４億８９０万円で、流動負債合計では９，３４５万８千円減

の６９億４，３４７万円となっています。 

 

負債合計については、６１３億４，３８４万１千円で、市民一人当たりにすると

７３万６千円となります。前年度と比較して全体では２２億８，３２９万円の減と

なり、一人当たり２万２千円の減となります。 

 

【純資産の部】 

純資産は、住民サービスを提供するために保有している財産に対応する財源のう

ち、これまでの世代がすでに負担し、今後返済の必要のないものをいいます。 

 

１ 公共資産等整備国県補助金等  

資産形成に充当された国庫補助金・県補助金の累計額で前年度に対して５億１，

６９３万３千円減の２３５億１，１９７万６千円となっています。 

なお、土地以外の有形固定資産に充当されたものについては、その有形固定資産

の減価償却に合わせて、この財源となった国庫補助金や県補助金も償却を行ってい

ます。 

 

２ 公共資産等整備一般財源等 

公共資産等に充当された地方税や地方交付税等一般財源の累計額で前年度に対

して１６億８，７４３万円増の１，２２９億１，６０７万９千円となっています。 

 

 

 

 

 



 

３ その他一般財源等 

公共資産等整備一般財源等と区別し、将来自由に財源として使用できる純資産で、

前年度に対して２，７３１万９千円増の△２２４億４，８１０万５千円となってい

ます。 

この財源は、公共資産等の整備に関するもの以外の財源で、多くの団体はマイナ

スになりますが、これは、地方債には臨時財政対策債、減税補てん債などの経常的

経費に使用される地方債や退職手当引当金などの公共資産の形成を伴わない負債

が存在するためです。 

 

４ 資産評価差額 

新たに売却可能資産を計上した場合や資産の評価替え等により、資産の評価額が

変動した場合、その差額を計上しています。金額は△２億６，７６８万９千円とな

っています。 

 

純資産合計については、１，２３７億１，２２６万１千円で、市民一人当たりに

すると１４８万５千円になります。前年度と比較をすると、全体で１１億９，２８

０万８千円の増、一人当たり２万６千円純資産が増加していることになります。 

 

 

Ⅱ．行政コスト計算書（平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで） 

・・・別表２ 

行政コスト計算書とは、市の１年間の行政活動で大きな比重を占めている人による

サービスや医療費の助成など、資産形成につながらない行政サービスにどれだけのコ

ストがかかり、それをどのような歳入で賄ったかを表したものです。このコストには、

減価償却費や退職手当引当金など現金の支出を伴わないコストも含まれます。  

表の構成としては、縦に性質別区分（人件費、物件費等）、横に目的別区分（生活

インフラ、教育、福祉等）で表し、経常行政コストから経常収益を引いたものが純経

常行政コストとなります。 

 

【経常行政コスト】 

経常行政コストの総額は３６８億２，３９３万２千円となっており、性質別にみ

ると、「１」が「人にかかるコスト」を表し、７５億７，４２５万６千円（構成比

２０．６％）、「２」が「物にかかるコスト」を表し、１３９億５，９９６万６千円

（構成比３７．９％）、「３」が「移転支出的なコスト」を表し、１５２億１，５９

０万４千円（構成比４１．３％）、「４」は「その他のコスト」を表し、７，３８０

万６千円（構成比０．２％）となっています。 

前年度との比較では、総額で２億４，９３１万２千円の増となっていますが、「３」

の「移転支出的なコスト」で５億２，２０４万９千円増となっていることが主な要

因です。 

目的別にみると、福祉が１１５億２，０６９万４千円（構成比３１．３％）、産



 

業振興が５５億４，０６４万３千円（構成比１５．０％）、総務が５１億８，９４

６万５千円（構成比１４．１％）、教育が４７億７１２万円（構成比１２．８％）

などとなり、ソフト事業においては福祉に最も行政サービス経費をかけていること

が読み取れます。 

 

【経常収益】 

経常収益には、施設使用料など、直接の受益者負担に相当する額が計上されてお

り、総額は前年度に対して４，９４６万円増の１０億８，８４５万円、経常収益の

額の経常行政コストに対する比率である受益者負担比率は３．０％となっています。

なお、この比率の自治体の平均的な値は、２％～８％となります。 

 

【純経常行政コスト】 

純経常行政コストは３５７億３，５４８万２千円となっており、地方税や地方交

付税といった一般財源や資産の売却益などで賄わなければならないコストになり

ます。これを市民一人当たりにすると４２万９千円となります。 

 

 

Ⅲ．純資産変動計算書（平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで） 

・・・別表３ 

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産（資産から負債を差し引いたもの）の会

計年度中の動きを明らかにするもので、貸借対照表の純資産の部に計上されている各

数値が１年間でどのように変動したかを示すものです。  

表の構成としては、「公共資産等整備国県補助金等」、「公共資産等整備一般財源等」、

「その他一般財源等」及び「資産評価差額」について、その増減の要因となった項目

が縦軸（左列）に計上されます。 

 

期首純資産残高は１，２２５億１，９４５万３千円でしたが、純経常行政コスト３

５７億３，５４８万２千円を要した一方、地方税７５億４２０万９千円、地方交付税

１９３億７，４０８万２千円、その他一般財源２７億９，８１０万４千円、補助金等

６８億９，５７５万７千円等の受入れを行い、期末純資産残高は、１１億９，２８０

万８千円増の１，２３７億１，２２６万１千円となっています。 

 

 

Ⅳ．資金収支計算書（平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで） 

・・・別表４ 

資金収支計算書は、一会計年度の現金の流れを示し、どのような活動に資金を必要

とし、それをどのように賄ったかを明らかにするものです。 

市の歳出をその性質に応じて「経常的収支の部」、「公共資産整備収支の部」、「投資・



 

財務的収支の部」の３つに区分し、それに対応する財源を収入として表示しています。  

 

１ 経常的収支の部 

人件費や社会保障給付などの支出と税収や地方交付税等の収入といった、経常的

な行政活動収支を計上しています。 

支出は２９８億３，４８１万円、収入は４２６億４，３９０万７千円で、１２８

億９０９万７千円の資金剰余となっています。この資金剰余は公共資産整備収支、

投資・財務的収支の支出超過の補てんに充当しています。 

 

２ 公共資産整備収支の部 

公共資産の整備にかかる支出及びその財源となる収入を計上しています。 

支出は６５億９，１８６万３千円、収入は２７億６，７３５万２千円で、３８億

２，４５１万１千円の支出超過となっています。この支出超過は経常的収支の部の

資金剰余額から補てんされています。 

 

３ 投資・財務的収支の部 

地方債償還等の支出や貸付金回収等の収入を計上しており、投資活動や財務活動

による資金の収支を計上しています。 

支出は９２億６，００８万円、収入は８億１，９５６万６千円で、８４億４，０

５１万４千円の支出超過となりました。この支出超過は経常的収支の資金剰余額か

ら補てんされています。 

 

以上のことから、登米市では５億４，４０７万２千円の歳計現金が当年度中に増

加しており、期末の歳計現金残高は２９億９，１２１万８千円となっています。 

なお、基礎的な収支情報（プライマリーバランス）は２２億９，６０５万１千円

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

資 金 収 支 計 算 書 の 概 要 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別表１）

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 43,433,752

①生活インフラ・国土保全 69,852,091 (2) 長期未払金

②教育 40,135,376 ①物件の購入等

③福祉 3,431,911 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 5,013,823 ③その他

⑤産業振興 15,089,185 長期未払金計 2,982,486

⑥消防 4,943,491 (3) 退職手当引当金 7,967,032

⑦総務 12,237,893 (4) 損失補償等引当金 17,101

有形固定資産合計 150,703,770 固定負債合計 54,400,371

(2) 売却可能資産 959,409

公共資産合計 151,663,179 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 4,088,728

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 2,445,842

①投資及び出資金 13,426,500 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 11,178 (5) 賞与引当金 408,900

投資及び出資金計 13,437,678 流動負債合計 6,943,470

(2) 貸付金 57,868

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 61,343,841

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 5,473,828

③土地開発基金 1,494,114

④その他定額運用基金 993,983 [純資産の部]

⑤退職手当組合積立金 439,080 １　公共資産等整備国県補助金等 23,511,976

基金等計 8,401,005

(4) 長期延滞債権 484,409 ２　公共資産等整備一般財源等 122,916,079

(5) 回収不能見込額 △ 211,481

投資等合計 22,169,479 ３　その他一般財源等 △ 22,448,105

３　流動資産 ４　資産評価差額 △ 267,689

(1) 現金預金

①財政調整基金 5,361,488 純　 資　 産　 合　 計 123,712,261

②減債基金 2,735,564

③歳計現金 2,991,218

現金預金計 11,088,270

(2) 未収金

①地方税 130,133

②その他 46,566

③回収不能見込額 △ 41,525

未収金計 135,174

流動資産合計 11,223,444

資　　産　　合　　計 185,056,102 負 債 ・ 純 資 産 合 計 185,056,102

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの） 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち53,242,530千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 82,289,025 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 47,502,408 千円 47,502,408 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 132,402 千円 132402 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 27,109,162 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 0 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 7,527,952 千円 7,527,952 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 17,101 千円 17101 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円 千円

　基金等将来負担軽減資産 69,887,297 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 15,566,364 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 1,078,403 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 53,242,530 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 12,401,728 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は34,875,797千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は143,411,015千円です。

14,575,870

8,231,939

241,396

2,192,746

331,210

14,575,870

0

0

項目 金額

貸借対照表
（平成２７年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

【（翌年度償還予定）地
方債・（長期）未払金・引

当金】

【契約債務・
偶発債務】

0

0

2,196,313

4,612,200

313,894

7,767,357

0

[内訳]

負債計上 注記

0

125,994

0

2,856,492

3,264,685

1,064,696

27,400,000

0

17,072,161

27,109,162



（別表２）

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 6,966,006 18.9% 323,121 1,219,231 1,222,303 391,326 476,043 777,945 2,306,262 249,775 0

（２）退職手当引当金繰入等 199,350 0.5% 9,589 33,431 38,315 15,071 17,523 28,706 55,180 1,535 0

１ （３）賞与引当金繰入額 408,900 1.1% 25,901 69,101 74,514 29,755 34,953 55,183 105,325 14,168 0

小　　計 7,574,256 20.6% 358,611 1,321,763 1,335,132 436,152 528,519 861,834 2,466,767 265,478 0

（１）物件費 7,404,806 20.1% 303,493 2,226,740 288,313 1,601,613 1,481,456 265,120 1,217,412 20,624 35

（２）維持補修費 722,411 2.0% 337,794 58,540 8,422 198,303 86,567 12,264 20,521 0

（３）減価償却費 5,832,749 15.8% 1,794,384 1,259,134 292,984 307,224 1,384,720 266,651 527,652 0

小　　計 13,959,966 37.9% 2,435,671 3,544,414 589,719 2,107,140 2,952,743 544,035 1,765,585 20,624 0 35

（１）社会保障給付 5,978,283 16.2% 65,628 5,909,280 3,375

（２）補助金等 1,985,683 5.4% 15,838 180,276 479,833 72,285 967,633 74,173 189,992 5,653 0

３ （３）他会計等への支出額 6,851,143 18.6% 1,355,908 0 3,049,611 1,575,310 852,299 18,000 15 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

400,795 1.1% 8,970 0 28,401 15,979 347,445 0 0 0 0

小　　計 15,215,904 41.3% 1,380,716 245,904 9,467,125 1,666,949 2,167,377 92,173 190,007 5,653 0

（１）支払利息 126 0.0% 126

（２）回収不能見込計上額 43,912 0.1% 43,912

（３）その他行政コスト 29,768 0.1% △ 262,225 △ 404,961 128,718 △ 105,101 △ 107,996 △ 739 767,106 14,966 0

小　　計 73,806 0.2% △ 262,225 △ 404,961 128,718 △ 105,101 △ 107,996 △ 739 767,106 14,966 126 43,912 0

36,823,932 3,912,773 4,707,120 11,520,694 4,105,140 5,540,643 1,497,303 5,189,465 306,721 126 43,912 35

（　構　成　比　率　） 10.6% 12.8% 31.3% 11.1% 15.0% 4.1% 14.1% 0.8% 0.0% 0.1% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 854,153 137,337 48,728 121,204 380,529 16,982 1,887 42,738 0 13,084 0 91,664

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 234,297 0 7,818 170,635 530 45,015 0 7,567 0 0 0 2,732

1,088,450 137,337 56,546 291,839 381,059 61,997 1,887 50,305 0 13,084 0 94,396

ｄ／ａ 3.0% 3.5% 1.2% 2.5% 9.3% 1.1% 0.1% 1.0% 0.0% 10384.1% 0.0%

35,735,482 3,775,436 4,650,574 11,228,855 3,724,081 5,478,646 1,495,416 5,139,160 306,721 △ 12,958 43,912 35 △ 94,396

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト ａ－
ｄ

行政コスト計算書
自　平成２６年４月 １ 日

至　平成２７年３月３１日

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ



（別表３）

（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 122,519,453 24,028,909 121,228,649 △ 22,475,424 △ 262,681

純経常行政コスト △ 35,735,482 △ 35,735,482

一般財源

地方税 7,504,209 7,504,209

地方交付税 19,374,082 19,374,082

その他行政コスト充当財源 2,798,104 2,798,104

補助金等受入 7,749,990 854,233 6,895,757

臨時損益 0

災害復旧事業費 △ 320,893 △ 320,893

公共資産除売却損益 4,785 4,785

投資損失 △ 30,243 △ 30,243

損失補償等引当金繰入等 △ 144,585 △ 144,585

科目振替

公共資産整備への財源投入 2,820,866 △ 2,820,866

公共資産処分による財源増 △ 9,504 △ 110,738 118,091 2,151

貸付金・出資金等への財源投入 2,127,428 △ 2,127,428

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 1,537,161 △ 1,537,161

減価償却による財源増 △ 1,361,662 4,604,966 △ 3,243,304

地方債償還に伴う財源振替 2,860,181 △ 2,860,181

資産評価替えによる変動額 △ 11,969 △ 11,969

無償受贈資産受入 4,810 4,810

その他 0 △ 12,152,434 12,152,434

期末純資産残高 123,712,261 23,511,976 122,916,079 △ 22,448,105 △ 267,689

純資産変動計算書
自　平成２６年４月 １ 日

至　平成２７年３月３１日



（別表４）

（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成26年度における一時借入金の借入限度額は1,500,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額
　繰越金 △
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支

2,447,146

2,991,218

48,067,971

2,296,051

3,260,100
1,341,494

45,076,753
5,787,137

819,493

2,700,203

4,200

95,924

300,784

819,566

△ 8,440,514

544,072

0

2,363,063

5,221,498

9,260,080

0

418,658

0

0

△ 3,824,511

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

413,285

1,205,237

56,997

6,591,863

1,070,001

1,442,700

182,363

72,288

2,767,352

42,643,907

12,809,097

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

4,943,451

400,795

1,247,617

732,215

229,536

591,499

1,813,200

2,277,616

2,707,801

4,558,265

1,252,537

29,834,810

7,504,209

19,374,082

7,413,749

5,978,283

1,985,683

565,639

資金収支計算書
自　平成２６年４月　１日

至　平成２７年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

8,089,597

7,404,806


